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議案第９号

（総則）

第１条　令和８年度伊根町簡易水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　給水件数 1,270 件

　（２）　年間有収水量 219,000 ｍ
３

　（３）　一日平均有収水量 600 ｍ
３

　（４）　主要な建設改良事業 81,351 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 簡易水道事業収益 80,089 千円

第 1 項 営業収益 47,015 千円

第 2 項 営業外収益 33,074 千円

第 1 款 簡易水道事業費用 97,367 千円

第 1 項 営業費用 89,933 千円

第 2 項 営業外費用 7,334 千円

第 4 項 予備費 100 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が

　資本的支出額に対して不足する額１９，８６９千円は、当年度分損益勘定留保資

　金３８，７３１千円で補てんするものとする。）

令和８年度伊根町簡易水道事業会計予算

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出
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第 1 款 資本的収入 108,956 千円

第 1 項 企業債 37,800 千円

第 3 項 出資金 24,289 千円

第 4 項 国庫支出金 1,617 千円

第 5 項 府支出金 42,250 千円

第 7 項 その他資本的収入 3,000 千円

第 1 款 資本的支出 128,825 千円

第 1 項 建設改良費 81,351 千円

第 2 項 企業債償還金 47,473 千円

第 3 項 基金積立金 1 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。

起債の方法 利　　率起債の目的

簡易水道
改良費

限度額(千円)

37,800

償還の方法

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のとする。ただ
し、企業財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、又
は繰上償還もし
くは低利に借換
えすることがで
きる。

５％以内

ただし、利率
見直し方式で
借入れる資金
について、利
率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

証 書 借 入
又    は

証 券 発 行

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出
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（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。

　（１）収益的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

　なければならない。

　（１）職員給与費 １０，９６９ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１５，４９８千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　　令和８年３月３日提出

伊根町長　吉本　秀樹　　　
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予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 簡易水道事業収益 80,089

1 営業収益 47,015

1 給水収益 47,000

2 その他営業収益 15

2 営業外収益 33,074

1 受取利息及び配当金 2

2 他会計補助金 15,498

3 長期前受金戻入 17,574

支　出 (単位：千円)

予定額

1 簡易水道事業費用 97,367

1 営業費用 89,933

1 総係費 12,455

2 施設管理費 23,031

3 減価償却費 54,447

2 営業外費用 7,334

1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,834

2 消費税及び地方消費税 1,500

4 予備費 100

1 予備費 100

令和８年度伊根町簡易水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

備考目

款 項 目 備考

款 項
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 資本的収入 108,956

1 企業債 37,800

1 建設改良債 37,800

3 出資金 24,289

1 出資金 24,289

4 国庫支出金 1,617

1 国庫補助金 1,617

5 府支出金 42,250

1 府補助金 42,250

7 その他資本的収入 3,000

1 その他資本的収入 3,000

支　出 (単位：千円)

予定額

1 資本的支出 128,825

1 建設改良費 81,351

1 簡易水道改良費 81,351

2 企業債償還金 47,473

1 企業債償還金 47,473

3 基金積立金 1

1 減債基金積立金 1

款 項 目 備考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考
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収益的収入

1. 簡易水道事業収益 80,089 86,000 △ 5,911

1. 営業収益 47,015 47,115 △ 100

1. 給水収益 47,000 47,100 △ 100

2. その他営業収益 15 15 0

2. 営業外収益 33,074 38,885 △ 5,811

1. 受取利息及び配当金 2 63 △ 61

2. 他会計補助金 15,498 23,602 △ 8,104

3. 長期前受金戻入 17,574 15,220 2,354

令和８年度伊根町簡易水道事業会計予算事項別明細書

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 簡易水道料金 47,000 現年分 47,000

1. 手数料 15 再開栓手数料 15

1. 受取利息及び配当金 2 簡易水道事業減債基金預金利子 1

預金利子 1

1. 一般会計補助金 15,498 一般会計補助金 15,498

1. 長期前受金戻入 17,574 長期前受金戻入 17,574

備　　　　　　考
節
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収益的支出

1. 簡易水道事業費用 97,367 89,932 7,435

1. 営業費用 89,933 83,007 6,926

1. 総係費 12,455 11,636 819

2. 施設管理費 23,031 20,525 2,506

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

2. 給料 4,589 一般職給料 4,589

3. 職員手当等 3,540 扶養手当 91

通勤手当 28

時間外勤務手当 200

期末手当 1,297

勤勉手当 1,068

退職手当組合負担金 528

地域手当 328

4. 法定福利費 1,682 共済組合負担金 1,654

厚生会負担金 28

5. 賞与等引当金繰入 1,158 賞与等引当金繰入 1,158

8. 旅費 24 普通旅費 24

10. 需用費 219 備消耗品費 50

印刷製本費 169

11. 役務費 878 通信運搬費 770

手数料 108

12. 委託料 365 業務委託 365

7. 報償費 149 草刈作業員 149

10. 需用費 15,166 備消耗品費 2,896

燃料費 20

光熱水費 8,650

修繕料 3,600

節
備　　　　　　考
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収益的支出

3. 減価償却費 54,447 50,846 3,601

2. 営業外費用 7,334 6,825 509

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 5,834 5,325 509

2. 消費税及び地方消費税 1,500 1,500 0

4. 予備費 100 100 0

1. 予備費 100 100 0

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

11. 役務費 861 通信運搬費 855

検便検査料 6

12. 委託料 4,794 水質検査業務 3,720

簡易水道検針業務 866

簡易水道管理補助業務 208

13. 使用料及び賃借料 161 機械借上料 100

土地借地料 61

15. 原材料費 1,900 水道資材 1,900

1. 減価償却費 54,447 減価償却費 54,447

1. 企業債利息 5,834 企業債償還利子 5,834

1. 消費税及び地方消費税 1,500 消費税及び地方消費税 1,500

1. 予備費 100 予備費 100

節
備　　　　　　考
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資本的収入

1. 資本的収入 108,956 73,791 35,165

1. 企業債 37,800 28,700 9,100

1. 建設改良債 37,800 28,700 9,100

3. 出資金 24,289 14,641 9,648

1. 出資金 24,289 14,641 9,648

4. 国庫支出金 1,617 1,200 417

1. 国庫補助金 1,617 1,200 417

5. 府支出金 42,250 29,250 13,000

1. 府補助金 42,250 29,250 13,000

7. その他資本的収入 3,000 0 3,000

1. その他資本的収入 3,000 0 3,000

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 簡易水道改良債 37,800 簡易水道事業債 18,900

過疎対策事業債 18,900

1. 出資金 24,289 出資金 24,289

1. 簡易水道等施設整備費補助金 1,617 基幹改良事業補助金 1,617

1. 簡易水道改良費補助金 29,250 水産飲雑用水施設事業補助金 29,250

2. 基盤強化推進事業補助金 13,000 基盤強化推進事業補助金 13,000

1. その他資本的収入 3,000 補償費 3,000

節
備　　　　　　考
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資本的支出

1. 資本的支出 128,825 107,348 21,477

1. 建設改良費 81,351 62,400 18,951

1. 簡易水道改良費 81,351 62,400 18,951

2. 企業債償還金 47,473 44,888 2,585

1. 企業債償還金 47,473 44,888 2,585

3. 基金積立金 1 60 △ 59

1. 減債基金積立金 1 60 △ 59

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

12. 委託料 13,000 業務委託 13,000

14. 工事請負費 68,351 工事請負費 68,351

22. 企業債償還金 47,473 企業債償還元金 47,473

24. 積立金 1 簡易水道事業減債基金積立金 1

備　　　　　　考
節
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　賞与引当金の増・減(△)額

　長期前受金戻入額(△)

　受取利息及び配当金(△)

　支払利息及び企業債取扱緒費

　未収金の増(△)・減額

　前払費用の増(△)・減額

　未払金の増・減(△)額

小計

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱緒費(△)

業務活動によるキャッシュ・フロー ①

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額(△)

　国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー ②

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　出資金による収入

　基金積立による支出(△)

　建設改良等の財源に充てる企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てる企業債の償還による支出(△)

　その他の企業債の発行による収入

　その他の企業債の償還による支出(△)

財務活動によるキャッシュ・フロー ③

現金預金の増・減(△)額（①＋②＋③）

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高

（ 令和８年４月１日 ～ 令和９年３月３１日まで ）

令和８年度伊根町簡易水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

36,318

△ 18,941

54,447

46

△ 5,834

△ 17,574

0

28

△ 2

5,834

23,134

2

567

35,751

△ 1,814

14,615

42,605

△ 31,350

24,289

△ 1

37,800

△ 704

17,302

△ 73,955

△ 45,659

0
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

（3）

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 110,494

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地 19,887

125,923

15,429

機 械 及 び 装 置 599,582

構 築 物 2,454,294

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,360,730 1,093,564

減 価 償 却 累 計 額 △ 437,145 162,437

有 形 固 定 資 産 合 計 1,291,317

投 資

基 金 83

投 資 合 計 83

前 払 費 用

令 和 ８ 年 度 伊 根 町 簡 易 水 道

704

（ 令 和 ９ 年

（ 資 産 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

固 定 資 産 合 計 1,291,400

流 動 資 産

現 金 預 金 36,318

流 動 資 産 合 計 37,077

資 産 合 計 1,328,477

未 収 金 55
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事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

イ

ロ

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

千円 千円

そ の 他 の 企 業 債

固 定 負 債

企 業 債

充てる企業債

企 業 債 合 計 333,805

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

資 本 金

自 己 資 本 金

固 有 資 本 金 468,650

△ 639,092

1,252

引 当 金

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

43,485

充てる企業債

1,814

企 業 債 合 計

計額

繰 延 収 益 合 計 437,204

負 債 合 計 818,718

（ 資 本 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

333,805

325,287

8,518

（ 負 債 の 部 ）
千円 千円

45,299

未 払 金

賞 与 引 当 金 1,158

引 当 金 合 計 1,158

流 動 負 債 合 計 47,709

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,076,296

負 債 資 本 合 計 1,328,477

資 本 剰 余 金 合 計 7,028

利 益 剰 余 金

△ 38,587

利 益 剰 余 金 合 計 △ 38,587

剰 余 金 合 計 △ 31,559

資 本 合 計 509,759

繰 入 資 本 金 72,668

自 己 資 本 金 合 計 541,318

資 本 金 合 計 541,318

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 7,028
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（単位：千円）

1 営業収益

(1)給水収益 47,060

(2)その他営業収益 139 47,199

2 営業費用

(1)総係費 10,254

(2)施設管理費 18,145

(3)減価償却費 50,624

(4)資産減耗費 0 79,023

営業利益 △31,824

3 営業外収益

(1)受取利息及び配当金 89

(2)他会計補助金 14,646

(3)長期前受金戻入 15,518 30,253

4 営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱諸費 5,254

(2)消費税及び地方消費税 0 5,254 24,999

経常利益 △6,825

5 特別利益

(1)過年度損益修正益 0

(2)その他特別利益 0 0

6 特別損失

(1)過年度損益修正損 0

(2)その他特別損失 0 0 0

当年度純利益 △6,825

前年度繰越利益剰余金 △12,821

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 △19,646

令和７年度伊根町簡易水道事業予定損益計算書

（ 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日まで ）
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

2,454,294

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,312,692

流 動 資 産 合 計 35,806

有 形 固 定 資 産 合 計 1,271,809

固 定 資 産 合 計 1,271,891

流 動 資 産

現 金 預 金 35,751

55未 収 金

資 産 合 計 1,307,697

1,141,602

投 資 合 計

土 地 19,887

建 物 125,923

機 械 及 び 装 置 525,627

94,519

減 価 償 却 累 計 額 △ 110,122 15,801

構 築 物

令 和 ７ 年 度 伊 根 町 簡 易 水 道

82

（ 令 和 ８ 年

（ 資 産 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

減 価 償 却 累 計 額 △ 431,108

投 資

基 金 82

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

イ

ロ

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

48,379

自 己 資 本 金 合 計 517,029

45,659

10,332

47,473

未 払 金 1,224

固 定 負 債

企 業 債 合 計 341,304

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債

（ 負 債 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

341,304

330,972

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債

504,411

資 本 剰 余 金 合 計 7,028

利 益 剰 余 金

△ 19,646

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債 1,814

企 業 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

引 当 金

賞 与 引 当 金 1,112

流 動 負 債 合 計 49,809

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,033,691

△ 621,518

引 当 金 合 計 1,112

固 有 資 本 金 468,650

繰 入 資 本 金

負 債 資 本 合 計 1,307,697

資 本 金

自 己 資 本 金

計額

繰 延 収 益 合 計 412,173

負 債 合 計 803,286

資 本 金 合 計 517,029

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 7,028

千円 千円 千円 千円

利 益 剰 余 金 合 計 △ 19,646

剰 余 金 合 計 △ 12,618

資 本 合 計
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令和８年度伊根町簡易水道事業会計予算に関する説明書に係る注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～41年 構築物 10～60年

機械及び装置 8～16年

　２　引当金の計上方法

　　（１）賞与引当金

　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　（２）退職給付引当金

　京都府市町村職員退職手当組合に加入しており、退職手当組合に対する負担金

の支出を除き、当事業会計の負担は発生しないため、退職給付引当金は計上して

いない。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

－ 302 －
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（１）総　括

特別職 一般職

本　年　度 0 2

前　年　度 8 2

比　　較 △ 8 0

扶　養
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

管理職
手　当

91 328 28

81 179 28

10 149 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

給　　与

職員手当

区　分
　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　与　　　費

報　　酬 給　　料 職　員　手　当

職員数（人）

4,589

4,381

208

給　　　与　　　費　　

職 員 手 当
の　内　訳

区　分

本　年　度

前　年　度

増減事由別内訳

2

昇給に伴う増加分 59

その他の増減分

497制度改正に伴う増減分

その他の増減分

208

499

比　　較

増減額

4,698

4,199

499

90

△ 90

149給与改定に伴う増減分
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(単位：千円)

(単位：千円)

管理職員特
別勤務手当

特殊勤
務手当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

期末勤勉
手　当

児　童
手　当

退職手当
(負 担 金)

計

200 3,523 528 4,698

200 3,185 526 4,199

0 338 2 499

(単位：千円)

地域手当の支給及び期末勤勉手当支給率の改正による増などによるもの

退職手当組合負担金の増によるもの

給与改定率　3.34％

平均昇給率　1.15％

　　　明　　　細　　　書

計
備　考法定福利費 合　　計

備　考

1,682

1,571

111

10,969

10,241

728

9,287

8,670

617

説　　　　明
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（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数

1 ー ー ー ー

2 ー ー ー ー

3 ー ー ー ー

4 ー ー ー ー

5 ー ー ー ー

6 ー ー ー ー

計 2 100% 2 100%

令和7年4月
1日現在

一 般 行 政 職 一 般 行 政 職

職員数
（人）

構成比
（％）

職員数
（人）

区　分
構成比
（％）

326,450

358,256

３７歳１０月

200,300

232,000 232,000

備　　考

令和8年4月
1日現在

区　分 級

区　分 一般行政職

令和8年4月1日現在

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

高校卒

大学卒

区　　　　分 一般行政職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

200,300

令和7年4月1日現在

平均給料月額（円） 311,450

平均給与月額（円） 331,888

平 均 年 齢（歳） ３６歳１０月
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（級別の基準となる職務）

職務の級

１級

２級

３級

４級

職 務 の 内 容

定型的な業務を行う職務

係長の職務

高度の知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う職務

主任及び主任技師の職務

(1)  主幹の職務
(2)  課長補佐の職務

(1)  参事の職務
(2)  課長の職務

５級

６級
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(単位：千円)

293,000　 271,623　 18,900　 41,001　 249,522　

90,745　 105,008　 18,900　 4,658　 119,250　

13,920　 12,146　 0　 1,814　 10,332　

397,665　 388,777　 37,800　 47,473　 379,104　

　簡易水道債

　過疎対策事業債

　公営企業会計適用債

計

地方債の令和６年度末における現在高並びに令和７年度末及び
令和８年度末における現在高の見込に関する調書

区　　　分
令和６年度
末現在高

令和７年度
末現在高
見込額

令和８年度中増減見込額

令和８年度
末現在高
見込額

令和８年度
中起債
見込額

令和８年度
中元金償還

見込額
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議案第１０号

（総則）

第１条　令和８年度伊根町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　排水戸数 590 件

　（２）　年間有収水量 102,000 ｍ
３

　（３）　一日平均有収水量 279 ｍ
３

　（４）　主要な建設改良事業 14,000 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第 1 款 下水道事業収益 80,153 千円

第 1 項 営業収益 18,200 千円

第 2 項 営業外収益 61,953 千円

第 1 款 下水道事業費用 102,485 千円

第 1 項 営業費用 96,212 千円

第 2 項 営業外費用 6,173 千円

第 4 項 予備費 100 千円

（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が

　資本的支出額に対して不足する額１４，３８１千円は、当年度分損益勘定留保資

　金３２，５３１千円で補てんするものとする。）

令和８年度伊根町下水道事業会計予算

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出
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第 1 款 資本的収入 59,254 千円

第 1 項 企業債 8,700 千円

第 2 項 分担金及び負担金 220 千円

第 3 項 出資金 33,065 千円

第 5 項 府支出金 8,520 千円

第 6 項 基金繰入金 8,749 千円

第 1 款 資本的支出 73,635 千円

第 1 項 建設改良費 14,000 千円

第 2 項 企業債償還金 56,201 千円

第 3 項 基金積立金 3,434 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

　定める。

起債の方法 利　　率

収　　　　　　　　　入

支　　　　　　　　　出

起債の目的 限度額(千円) 償還の方法

施設整備費 8,700
証 書 借 入
又    は

証 券 発 行

５％以内

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合にはその債権
者と協定するも
のとする。ただ
し、企業財政の
都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、又
は繰上償還もし
くは低利に借換
えすることがで
きる。

ただし、利率
見直し方式で
借入れる資金
について、利
率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

− 310 －



（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

　と定める。

　（１）収益的支出における各項間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

　用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

　なければならない。

　（１）職員給与費 ４，８６４ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２６，６６９千円である。

（たな卸資産の購入限度額）

第１０条　たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

　　令和８年３月３日提出

伊根町長　吉本　秀樹　　　
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予　算　に　関　す　る　説　明　書
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 下水道事業収益 80,153

1 営業収益 18,200

1 下水道使用料 18,200

2 営業外収益 61,953

1 受取利息及び配当金 695

2 他会計補助金 26,669

4 長期前受金戻入 34,589

支　出 (単位：千円)

予定額

1 下水道事業費用 102,485

1 営業費用 96,212

1 総係費 5,571

2 施設管理費 23,921

3 減価償却費 66,720

2 営業外費用 6,173

1 支払利息及び企業債取扱諸費 5,473

2 消費税及び地方消費税 700

4 予備費 100

1 予備費 100

令和８年度伊根町下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考

款 項 目 備考
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収　入 (単位：千円)

予定額

1 資本的収入 59,254

1 企業債 8,700

1 建設改良債 8,700

2 分担金及び負担金 220

1 分担金 220

3 出資金 33,065

1 出資金 33,065

5 府支出金 8,520

1 府補助金 8,520

6 基金繰入金 8,749

1 減債基金繰入金 8,749

支　出 (単位：千円)

予定額

1 資本的支出 73,635

1 建設改良費 14,000

1 施設整備費 14,000

2 企業債償還金 56,201

1 企業債償還金 56,201

3 基金積立金 3,434

1 減債基金積立金 3,434

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考

款 項 目 備考
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収益的収入

1. 下水道事業収益 80,153 81,218 △ 1,065

1. 営業収益 18,200 18,500 △ 300

1. 下水道使用料 18,200 18,500 △ 300

2. 営業外収益 61,953 62,718 △ 765

1. 受取利息及び配当金 695 613 82

2. 他会計補助金 26,669 28,954 △ 2,285

4. 長期前受金戻入 34,589 33,151 1,438

令和８年度伊根町下水道事業会計予算事項別明細書

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 下水道使用料 18,200 現年分 18,200

1. 受取利息及び配当金 695 預金利子 1

下水道事業減債基金預金利子 694

1. 一般会計補助金 26,669 一般会計補助金 26,669

1. 長期前受金戻入 34,589 長期前受金戻入 34,589

備　　　　　　考
節
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収益的支出

1. 下水道事業費用 102,485 103,971 △ 1,486

1. 営業費用 96,212 97,222 △ 1,010

1. 総係費 5,571 5,256 315

2. 施設管理費 23,921 22,759 1,162

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

2. 給料 3,265 一般職給料 3,265

3. 職員手当等 895 扶養手当 65

通勤手当 20

時間外勤務手当 200

退職手当組合負担金 376

地域手当 234

4. 法定福利費 704 共済組合負担金 684

厚生会負担金 20

8. 旅費 36 普通旅費 36

10. 需用費 120 備消耗品費 50

印刷製本費 70

11. 役務費 362 通信運搬費 314

その他手数料 48

12. 委託料 189 業務委託 189

10. 需用費 10,198 備消耗品費 150

光熱水費 9,298

修繕料 750

11. 役務費 626 通信運搬費 520

水質検査料 106

12. 委託料 12,467 処理施設保守点検業務 8,912

汚泥処分業務 3,555

15. 原材料費 500 下水道資材 500

17. 備品購入費 130 機械器具費 130

節
備　　　　　　考
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収益的支出

3. 減価償却費 66,720 69,207 △ 2,487

2. 営業外費用 6,173 6,649 △ 476

1. 支払利息及び企業債取扱諸費 5,473 5,749 △ 276

2. 消費税及び地方消費税 700 900 △ 200

4. 予備費 100 100 0

1. 予備費 100 100 0

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 減価償却費 66,720 減価償却費 66,720

1. 企業債利息 5,473 企業債償還利子 5,473

1. 消費税及び地方消費税 700 消費税及び地方消費税 700

1. 予備費 100 予備費 100

備　　　　　　考
節
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資本的収入

1. 資本的収入 59,254 58,576 678

1. 企業債 8,700 4,800 3,900

1. 建設改良債 8,700 4,800 3,900

2. 分担金及び負担金 220 157 63

1. 分担金 220 157 63

3. 出資金 33,065 36,914 △ 3,849

1. 出資金 33,065 36,914 △ 3,849

5. 府支出金 8,520 5,260 3,260

1. 府補助金 8,520 5,260 3,260

6. 基金繰入金 8,749 11,445 △ 2,696

1. 減債基金繰入金 8,749 11,445 △ 2,696

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

1. 漁業集落排水事業債 8,700 下水道事業債 4,400

過疎対策事業債 4,300

1. 漁業集落排水事業分担金 220 現年分 220

1. 出資金 33,065 出資金 33,065

1. 漁業集落排水事業費府補助金 8,520 漁業集落環境整備事業推進交付金 2,520

漁業集落排水事業補助金 6,000

1. 減債基金繰入金 8,749 減債基金繰入金 8,749

節
備　　　　　　考
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資本的支出

1. 資本的支出 73,635 72,479 1,156

1. 建設改良費 14,000 7,000 7,000

1. 施設整備費 14,000 7,000 7,000

2. 企業債償還金 56,201 61,954 △ 5,753

1. 企業債償還金 56,201 61,954 △ 5,753

3. 基金積立金 3,434 3,525 △ 91

1. 減債基金積立金 3,434 3,525 △ 91

款　　項　　目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

区　　　分 予定額

14. 工事請負費 14,000 工事請負費 14,000

22. 企業債償還金 56,201 企業債償還元金 56,201

24. 積立金 3,434 下水道事業減債基金積立金 3,434

備　　　　　　考
節
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益

　減価償却費

　賞与引当金の増・減(△)額

　長期前受金戻入額(△)

　受取利息及び配当金(△)

　支払利息及び企業債取扱緒費

　未収金の増(△)・減額

　未払金の増・減(△)額

小計

　受取利息及び配当金

　支払利息及び企業債取扱緒費(△)

業務活動によるキャッシュ・フロー ①

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産取得・建設改良事業等実施額(△)

　国庫補助金等による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー ②

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　出資金による収入

　基金取崩による収入

　基金積立による支出(△)

　建設改良等の財源に充てる企業債の発行による収入

　建設改良等の財源に充てる企業債の償還による支出(△)

　その他の企業債の発行による収入

　その他の企業債の償還による支出(△)

財務活動によるキャッシュ・フロー ③

現金預金の増・減(△)額（①＋②＋③）

現金預金の期首残高

現金預金の期末残高

9,991

△ 23,099

66,720

△ 5,473

△ 34,589

959

△ 695

5,473

14,769

695

8,749

（ 令和８年４月１日 ～ 令和９年３月３１日まで ）

令和８年度伊根町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 12,727

41,118

△ 56,201

0

0

△ 9,121

△ 3,662

44,780

8,195

△ 4,532

33,065

△ 3,434

8,700
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1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

流 動 資 産 合 計 41,122

現 金 預 金 41,118

千円

投 資

基 金 143,842

固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,606

有 形 固 定 資 産

土 地 10,117

45,043

32,437

機 械 及 び 装 置 1,097,680

構 築 物 1,407,725

減 価 償 却 累 計 額 △ 438,252

資 産 合 計 1,641,705

投 資 合 計 143,842

未 収 金 4

減 価 償 却 累 計 額 △ 652,966 444,714

有 形 固 定 資 産 合 計 1,456,741

固 定 資 産 合 計 1,600,583

流 動 資 産

令 和 ８ 年 度 伊 根 町 下 水 道

（ 令 和 ９ 年

（ 資 産 の 部 ）
千円 千円 千円

969,473

－ 328 －



事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

イ

ロ

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 10,117

負 債 資 本 合 計 1,641,705

資 本 剰 余 金 合 計 10,117

利 益 剰 余 金

△ 53,473

利 益 剰 余 金 合 計 △ 53,473

剰 余 金 合 計 △ 43,356

資 本 合 計 477,383

自 己 資 本 金 合 計 520,739

資 本 金 合 計 520,739

1,301,982

計額

繰 延 収 益 合 計 695,315

固 有 資 本 金 405,581

繰 入 資 本 金

資 本 金

自 己 資 本 金

流 動 負 債 合 計 49,731

賞 与 引 当 金

115,158

1,164,322

（ 資 本 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

45,430

充てる企業債

1,604

固 定 負 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債

充てる企業債

8,547

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

企 業 債

未 払 金

そ の 他 の 企 業 債

2,697

負 債 合 計

△ 606,667

繰 延 収 益

47,034

410,729

（ 負 債 の 部 ）

419,276

固 定 負 債 合 計 419,276

流 動 負 債
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（単位：千円）

1 営業収益

(1)下水道使用料 18,872

(2)その他営業収益 21 18,893

2 営業費用

(1)総係費 4,554

(2)施設管理費 18,743

(3)減価償却費 69,202

(4)資産減耗費 0 92,499

営業利益 △73,606

3 営業外収益

(1)受取利息及び配当金 641

(2)他会計補助金 26,260

(3)長期前受金戻入 39,669 66,570

4 営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱諸費 5,733

(2)その他営業外費用 0 5,733 60,837

経常利益 △12,769

5 特別利益

(1)過年度損益修正益 0

(2)その他特別利益 0 0

6 特別損失

(1)過年度損益修正損 0

(2)その他特別損失 0 0 0

当年度純利益 △12,769

前年度繰越利益剰余金 △17,605

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処理欠損金 △30,374

令和７年度伊根町下水道事業予定損益計算書

（ 令和７年４月１日 ～ 令和８年３月３１日まで ）

－ 331 －



1

（1）

イ

ロ

ハ

ニ

（2）投資及び基金

イ

2

（1）

（2）

（ 令 和 ８ 年

（ 資 産 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

機 械 及 び 装 置 1,084,953

減 価 償 却 累 計 額 △ 612,773 472,180

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,795 33,248

構 築 物 1,407,725

流 動 資 産 合 計 44,784

有 形 固 定 資 産 合 計 1,510,734

固 定 資 産 合 計 1,659,891

流 動 資 産

現 金 預 金 44,780

投 資 合 計 149,157

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 412,536 995,189

有 形 固 定 資 産

土 地 10,117

建 物 45,043

令 和 ７ 年 度 伊 根 町 下 水 道

投 資

基 金 149,157

資 産 合 計 1,704,675

未 収 金 4
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事 業 予 定 貸 借 対 照 表

３ 月 ３１ 日 ）

3

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

4

（1）

イ 建設改良等の財源に

ロ

（2）

（3）

イ

5

（1）

（2）長期前受金収益化累

6

（1）

イ

ロ

7

（1）

イ

（2）

イ 当年度未処理欠損金

（ 負 債 の 部 ）
千円 千円 千円 千円

固 定 負 債

企 業 債 合 計 457,611

企 業 債

449,064

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債 8,547

54,596

充てる企業債

そ の 他 の 企 業 債 1,604

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計 457,611

流 動 負 債

企 業 債

721,709

負 債 合 計 1,237,258

（ 資 本 の 部 ）

流 動 負 債 合 計 57,938

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,293,787

△ 572,078

負 債 資 本 合 計 1,704,675

利 益 剰 余 金 合 計 △ 30,374

剰 余 金 合 計 △ 20,257

資 本 合 計 467,417

資 本 剰 余 金 合 計 10,117

利 益 剰 余 金

△ 30,374

資 本 金 合 計 487,674

剰 余 金

資 本 剰 余 金

補 助 金 10,117

千円 千円 千円 千円

資 本 金

自 己 資 本 金 合 計 487,674

固 有 資 本 金 405,581

繰 入 資 本 金 82,093

自 己 資 本 金

計額

繰 延 収 益 合 計

引 当 金 合 計

56,200

未 払 金 1,738

引 当 金

賞 与 引 当 金
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令和８年度伊根町下水道事業会計予算に関する説明書に係る注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による。

・主な耐用年数

建物 22～41年 構築物 10～60年

機械及び装置 8～16年

　２　引当金の計上方法

　　（１）賞与引当金

　 　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　（２）退職給付引当金

　京都府市町村職員退職手当組合に加入しており、退職手当組合に対する負担金

の支出を除き、当事業会計の負担は発生しないため、退職給付引当金は計上して

いない。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
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（１）総　括

特別職 一般職

本　年　度 0 2

前　年　度 0 2

比　　較 0 0

扶　養
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

管理職
手　当

65 234 20

58 127 20

7 107 0

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　分

給　　与

職員手当

その他の増減分

116 制度改正に伴う増減分 114

2

その他の増減分

昇給に伴う増加分 44

増減額 増減事由別内訳

150 給与改定に伴う増減分 106

116

職 員 手 当
の　内　訳

区　分

本　年　度

前　年　度

比　　較

895

779

給　　　与　　　費　　

職員数（人） 　　　　　　　　　　　　　　　　給　　　与　　　費

職　員　手　当
区　分

報　　酬 給　　料

3,265

3,115

150
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(単位：千円)

(単位：千円)

管理職員特
別勤務手当

特殊勤
務手当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

期末勤勉
手　当

児　童
手　当

退職手当
(負 担 金)

計

200 376 895

200 374 779

0 2 116

(単位：千円)

地域手当支給率及び期末勤勉手当支給率の改正による増などによるもの

退職手当組合負担金の増によるもの

説　　　　明 備　考

給与改定率　3.36％

平均昇給率　1.41％

29731266

4,864

4,567

704

673

4,160

3,894

　　　明　　　細　　　書

合　　計 備　考
計

法定福利費
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（３）給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

　イ　初任給 (単位：円)

　ウ　級別職員数

1 ー ー ー ー

2 ー ー ー ー

3 ー ー ー ー

4 ー ー ー ー

5 ー ー ー ー

6 ー ー ー ー

計 2 100% 2 100%

令和8年4月1日現在

令和7年4月1日現在

311,450

331,888

一般行政職区　分

平均給料月額（円）

備　　考

平 均 年 齢（歳）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

326,450

358,256

３７歳１０月

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

区　　　　分 一般行政職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

３６歳１０月

高校卒

大学卒 232,000 232,000

200,300 200,300

区　分

令和8年4月
1日現在

令和7年4月
1日現在

一 般 行 政 職

職員数
（人）

職員数
（人）

構成比
（％）

級

一 般 行 政 職

区　分
構成比
（％）
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（級別の基準となる職務）

職務の級

１級

２級

３級

４級

(1)  主幹の職務
(2)  課長補佐の職務

(1)  参事の職務
(2)  課長の職務

５級

６級

高度の知識又は技術若しくは経験を必要とする業務を行う職務

主任及び主任技師の職務

係長の職務

職 務 の 内 容

定型的な業務を行う職務
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(単位：千円)

　下水道事業債 450,495　 426,515　 4,400　 27,196　 403,719　

　過疎対策事業債 108,675　 77,145　 4,300　 27,401　 54,044　

　公営企業会計適用債 11,795　 10,151　 0　 1,604　 8,547　

570,965　 513,811　 8,700　 56,201　 466,310　

地方債の令和６年度末における現在高並びに令和７年度末及び
令和８年度末における現在高の見込に関する調書

区　　　分
令和７年度
末現在高
見込額

令和８年度中増減見込額

計

令和８年度
末現在高
見込額

令和８年度
中元金償還

見込額

令和６年度
末現在高

令和８年度
中起債
見込額
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